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総務部財政課

平成２８年８月

資料１

本資料は、行革本部員会議に報告するため、WGにおける検討状況を財政課に
おいてとりまとめたものです。WGとしての検討については、今後、「最終とりまと
め」において整理される予定です。 





ネーミングライツ：これまでの取組と成果 
第一次行財政改革取組に基づき、平成24年度に基本方針を策定し、ネーミングライツ導入の取組を進めた結
果、現在２施設において導入が図られている。 

 
 

取組の経緯 
  H24.3 「三重県行財政改革取組」の策定 
 H24.8  「県有施設に対するネーミングライツの導入に関する基本方針」の制定 
 H24.9～ 
 

基本方針に基づき導入施設を検討 
  （公有財産台帳登録施設1,103施設⇒公園、スポーツ・文化施設等27施設に絞り込んで検討） 

 H24.11 
 

企業アンケートの実施 
  （県内上場企業や一定規模以上の増益企業、三重県広告事業広告主など374社を対象） 

 H25.3 募集候補の決定（県営鈴鹿スポーツガーデン、県営サンアリーナ、県文化会館） 
 H25.3～ 募集条件等の検討 
 H26.3 募集施設の決定（県営鈴鹿スポーツガーデン、県営総合競技場） 

 H26.5 ネーミングライツ・パートナーを募集（県営鈴鹿スポーツガーデン、県営総合競技場） 

 H26.10～ 
 

県営鈴鹿スポーツガーデン及び三重県営総合競技場にネーミングライツを導入 
 （三重交通Ｇ スポーツの杜 鈴鹿、三重交通Ｇ スポーツの杜 伊勢） 

契約の内容 

１ ネーミングライツ・パートナー 
  三重交通グループホールディングス株式会社 
２ 愛称 
   三重交通Ｇ  スポーツの杜  鈴鹿  （県営鈴鹿スポーツガーデン） 
   三重交通Ｇ  スポーツの杜  伊勢 （県営総合競技場） 
３ 契約額 （いずれの施設も）500万円／年（2施設合計で1,000万円／年） 
４ 契約期間（H26.10.1から）10年                  
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ネーミングライツ：他の都道府県等の取組状況 

 
 

 １ ネーミングライツ導入済   ３３道府県 

    （導入済のうち応募者無し）   ４県（岩手、秋田、栃木、福岡）、新規募集中１県（静岡） 

 ２ 導入無し 
  １４都県（茨城、埼玉、千葉、東京、富山、石川、福井、和歌山、鳥取、 
        山口、高知、佐賀、長崎、沖縄） 

 １ 契約期間 
 通常、３～５年程度の複数年契約 
  ・単年度契約の事例無し 
  ・最長は当県２施設の１０年契約 

 ２ 命名権取得者 
 当該道府県内に本社又は工場、事業所等を有する民間企業が中心 
  （学校法人、医療法人、公益財団法人（指定管理者）の事例有り） 

 ３ 契約金額(年額） 

 最高額 70,000千円（新潟県立新潟スタジアム（＝総合競技場）「電化ビッグワンスタジアム」） 
  【相場勘】 
   ・文化会館   1,028万円～3,240万円 
   ・野球場   160万円～5,390万円 
   ・総合競技場、総合体育館  175万円～7,000万円 
   ・トンネル、橋梁  76万円～270万円 
   ・歩道橋  10万円台～30万円台 

 １ 対象施設について 

・歩道橋（愛知、大阪、兵庫、徳島） 
・橋梁、トンネル（神奈川）、ダム（宮城） 
・県有林（宮城、長野、滋賀） 
・ヘリコプター（神奈川（平成23年度で終了）） 
・動物愛護センター（長野） 
・イベント（神奈川、滋賀） 

 ２ 募集方式について 
・提案募集型（もしくは施設特定型募集との併用） 
  （神奈川、長野、静岡、滋賀） 

 ３ 対価について ・施設で利用可能な製品等の提供や役務（サービス）も対象（長野・提案募集型のみ） 

※H27.4岡山県全国調査をもとに財政課作成 

■他の都道府県の導入状況 

■契約内容について 

■特徴的な取組について 
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■参考：県内市町の導入状況（４市において導入済み） 

 １ 松阪市 
・さんぎんアリーナ（松阪市総合体育館） 平成24年7月1日 -（10年間） 120万円/年 
・513BAKERYスタジアム松阪（松阪公園グラウンド） 平成24年7月1日 -（3年間） 100万円/年 
・松阪牛の里 オーシャンファーム武道館（松阪市武道館） 平成24年7月1日 -（5年間） 100万円/年 

 ２ 桑名市 ・NTN総合運動公園（桑名市総合運動公園）  平成27年4月1日 -（7年間） 200万円/年 

 ３ 鈴鹿市 
・AGF鈴鹿陸上競技場（ 石垣池公園陸上競技場 ）  平成28年4月1日 -（6年間）  
・AGF鈴鹿体育館（鈴鹿市立体育館）             〃              ２施設合計500万円/年 

 ４ 名張市 ・メイハンスタジアム（名張市民野球場） 平成25年4月1日 -（5年間） 72万円/年 

※財政課調べ 

（ネーミングライツ：他の都道府県等の取組状況 つづき） 
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広告収入：現在実施している取組 

現在、公用車、各ホームページバナーへの広告掲出、庁舎等公共施設における広告スペースの貸付、県が発
行する印刷物への広告掲載を実施している。 

■公用車への広告掲出 

ホームページ 内容 金額（最大） 27年度実績 割引制度 

三重県ホームページ 50千円/月×15枠 ９００万円 ８８５万円 

県立図書館ホームページ 10 千円/月×8 枠 ８２万円 １３万円 ○ 

水産研究所ホームページ 20千円/月×4 枠 ９６万円 ０万円 

「三重の環境」ホームページ 10千円/月×3枠 ３１万円 ３１万円 ○ 

教育委員会ホームページ 120千円/半年×6枠 １４４万円 ２４万円 

合 計 １，２５３万円 ９５２万円 

■ホームページバナーへの広告掲出 

箇 所 内容 金額（最大） 27年度実績 割引制度 

本庁舎 42台（2.5千円/月） １２６万円 １１４万円 ○ 

地域庁舎 16台（2千円/月） ３８万円 ４７万円 

合 計 １６４万円 １６１万円 
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■印刷物への広告掲出 

印刷物 内容 金額（最大） 27年度実績 割引制度 

自動車税納税通知用封筒 210千円×1枠 ２１万円 ２１万円 

共通使用封筒 約300千円×3枠 ９０万円 ３３万円 

県広報誌「県政だより みえ」 2,880千円/年×1枠 ２８８万円 ６９万円 

合 計 ３９９万円 １２３万円 

※過去には広報誌「三重の労働」（約１５万円/年）、総合防災訓練パンフレット（約６５万円/年）への広告掲載の実績あり 

場 所 内容 金額（最大） 27年度実績 割引制度 

本庁舎県民ホール 
ポスター掲示スペースの貸付 
5千円/月×5枠 

３０万円 ５万円 

県営サンアリーナ 
ベンチへの広告掲出 
3千円/月×4枠 

１４万円 １４万円 

運転免許センター 
ポスター掲示スペースの貸付 
8千円/月×5枠 

４８万円 ４２万円 

パスポートセンター 
パンフレットスタンド掲示スペースの貸付 
10千円/月×2枠 

２４万円 １２万円 

鈴鹿スポーツガーデン 
体育館、水泳場の広告枠の貸付 
250千円/月×7枠 

１７５万円 １２５万円 

合 計 ２９１万円 ２０２万円 

■公共施設への広告掲出 

（広告収入：現在実施している取組 つづき） 
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個人・企業からの寄附について 

 自治体が受ける寄附については、個人からの寄附と企業からの寄附に大別される。そのうち、個人からの寄附
には、税優遇が受けられる「ふるさと納税制度」や、近年インターネットを通じた資金調達の手法として注目されて
いる「クラウドファンディング」がある。 

1  自治体が個人から寄附を受ける手法 （※篤志家等から寄附を受けるケースを除く） 
 

 (1) ふるさと納税制度 
   ・寄附額のうち2,000円を越える部分について、所得税と住民税から原則として全額が控除される 
    （一定の上限有り）。 
   ・控除を受けるためには、原則として、ふるさと納税を行った翌年に確定申告を行う必要がある（ふるさと納税ワンストップ特例制度を 
    利用した場合を除く）。 
   ・自治体によっては、寄附者に対して返礼品を贈呈している。 
   ・寄附者は寄附金の活用先を指定することができる。 
 
 (2) クラウドファンディング 
   ・自治体がクラウドファンディングサイト事業者を通じ特定のプロジェクト（事業）に対する資金提供をインターネットを通じて募集し、 
    プロジェクト（事業）に共感した資金提供者がサイト事業者を通じて寄附を行う。 
   ・自治体が募集する場合、ふるさと納税制度の活用も可能であるため、寄附者は税控除のメリットを受けられる。 
 
2 地方創生応援税制（企業版ふるさと納税） 
   ・対象事業は、地方版総合戦略に位置付けられた事業であって、法人からを寄附を受け、実施状況に関する客観的な指標の設定、 
    評価方法の整備により効率的かつ効果的に実施される事業が対象となる。 
   ・寄附を行った法人に対し、寄附額の３割に相当する額の税額控除の特例措置がなされる。これまでの地方公共団体に対する法人 
    の寄附金の損金算入措置による軽減効果（約３割）と合わせて、寄附額の約６割に相当する額が軽減される。 
   ・本社が所在する地方公共団体への寄附については対象とならない。 
   ・当該税制の適用期限は、平成３１年度まで。 
   ・地方公共団体は、寄附を受けた代償として補助金の交付などの経済的な利益を供与することはできない。 
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クラウドファンディング：仕組み 

●群衆を意味する「クラウド（crowd）」と資金調達を意味す
る「ファンディング」からできた造語 
●インターネットを利用して事業に賛同した不特定多数の
人から小口の資金を集めるのが特徴 
●平成２３年の地方自治法施行令の改正により第三者が
寄附金を自治体に代わって募ることが可能となった。 
●見返りを求めない「寄附型」や商品やサービスを提供す
る「購入型」、出資を行う「投資型」などがある。 

出典：（公財） 東京市町村自治調査会 自治調査会ニュースレター（2014年 7月号） 

寄附型/購入型 

・寄附型：プロジェクトに対して寄附（出資）を行うが、あくまでも「寄付」であるためリターン
が発生しない 
 
・購入型：ファン（支援者）がプロジェクトへ出資することで、そのリターンとして支援金額に
応じた金銭以外の商品やサービスを提供 

 
直営型/委託型 

・直営型：都道府県が運営するホームページ内にクラウドファンディングサイトを立ち上げ
るなど、事業者を介さずに直接的に出資者から出資金を募り、クラウドファンディング事業
を実施 
 
・委託型：クラウドファンディングサイト事業者（例：READYFOR、CAMPFIRE、JapanGiving等）
にクラウドファンディング業務を委託し、事業者を通して間接的に出資者から出資金を募り、
クラウドファンディング事業を実施 

側面支援型 
・都道府県事業への適用ではなく、民間同士のクラウドファンディング事業を支援し、地域
経済活性化の促進を図る手法 
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クラウドファンディング：これまでの取組 
これまで、本県でのクラウドファンディングの導入事例は１件のみ（伊勢志摩サミット三重県民会議への寄附）。 

 
 

事業名 実績 募集期間 内容 

伊勢志摩サミット三重県
民会議への寄付金 249件・814千円 

H27.12～ 
H28.2 

・伊勢志摩サミット三重県民会議への寄付金募
集に際し、個人からの寄附金募集にクラウドファ
ンディング（委託型）の仕組を活用。 
・委託先：JapanGiving 
（手数料率：5％（1月目）～10％（2月目以降）） 
・ふるさと納税に対応 

※参考 
吉田沙保里賞実行委員会 

H26 11件・51千円 
  
H27 15件・151千円 

H26.8～11 
 

H27.10～12 

・学生アスリート及び指導者を表彰する「夢追人
（ゆめおいびと）吉田沙保里賞」の運営経費を実
行委員会がクラウドファンディング（委託型）によ
り募集。 
・委託先：JapanGiving 

■本県における取組 

■他の都道府県における取組 

都道府県レベルでの導入事例は、本県を含めて３県のみとなっている（平成27年度末時点）。 
     ①福井県（平成26年度：福井城山里口御門復元整備事業） 
       ②奈良県（平成27年度：寄付型クラウドファンディングを活用した共感プロジェクト推進事業） 

※H27.8神奈川県全国調査及び財政課調べ 
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クラウドファンディング：主な論点 

 
 

（１）クラウドファンディングの対象事業をどのように選定するか。 
 
（２）寄附額が不足した場合にどのように対応するか。 
  （対応案） 
   ①県費を充当し、計画どおり事業を実施する 
   ②事業規模を縮小し、寄附額の範囲内で事業を実施する 
   ③最少寄附額を設定し、上回った場合にのみ事業を実施する 
    （最少寄附額を下回った場合には、事業全体を中止する（オール・オア・ナッシング方式）） 
 
（３）クラウドファンディングの成功のカギは支援者をいかに多く集めるかであるため、各部局がク 
   ラウドファンディングによるプロジェクト（事業）を展開しようとするには、小規模のプロジェクト 
   （事業）をバラバラにＰＲするのではなく、大括りに束ねるなど、ＰＲの手法（見せ方）等に工夫 
   が必要ではないか。 
 
（４）インターネットやクレジットカードの利用が前提となっているため、高齢者層などの利用促進を 
   図るためには一定の配慮が必要ではないか。 
 
（５）サイト運営事業者に委託料（または手数料）を支払う必要があり、全額を事業に充当すること 
   ができないが、委託の効果をどのように評価するか。 
 

都道府県がクラウドファンディングサイト事業者を介した委託型クラウドファンディングを実施するにあたり、想
定される論点は以下のとおり。 
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歳入確保に向けた取組の方向性（たたき台） 

 ネーミングライツについて、平成26年に県施設（2施設）に導入が図られるとともに、

県内の自治体への導入も広がってきた状況をふまえ、改めて全庁的に対象施設
の洗出しを行ったうえで、他県の取組等を参考にしながら基本方針の改定を検討
してはどうか。 

 
 広告収入確保の取組について、他の自治体の公共施設や民間事業者等の集客

施設等での優良事例をふまえ、さらなる対象箇所の拡大について検討すべきでは
ないか。 
 

 歳入確保のチャンネルを多様化する観点から、寄附者のメリットが大きいふるさと
納税制度に対応したクラウドファンディングや企業版ふるさと納税制度の積極的
な活用を検討してはどうか。 

 
 クラウドファンディングを全庁的に展開するにあたっては、統一した指針を策定す

るとともに、協創の取組を促進する仕組みとして部局横断的なポータルサイトを活
用してはどうか。 
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（１）社会保障関係経費は、高齢化の進展等により、今後も増加する見込で 

  あり、引き続き国の動向や社会経済情勢等の推移を見据えながら、県の 

  役割や給付の水準と範囲が適正であるかなどについて、常に考慮してい 

  く必要がある。 
 

（２）国においては、税と社会保障費の一体改革が進められており、その財 

  源としている消費税の税率引き上げは延期される見通しであることか 

  ら、引き続き、今後の動向を注視する必要がある。 
 

（３）高齢化の進展等により、医療費が増加傾向にある中、医療費助成の制 

  度を持続させていく観点から、県としても医療費の抑制に向けた取組を 

  促進するほか、県に裁量の余地がある事業については、その対象とする 

  範囲や水準が適正かどうか検討する必要がある。 
 

（４）増加する社会保障関係経費の財源にも活用してきた福祉基金の残高が 

  減少傾向にあり、財源確保に課題がある。 
 

    
 

社会保障関係経費に係る課題① 
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（５）本県が注力してきた少子化対策事業では、国の少子化交付金を有効 

  活用してきたが、交付金総額は圧縮されつつあり、財源確保に課題が 

  ある。 

   一方、本県の先導的な取組を踏まえて国が制度化した少子化対策事 

  業（男性不妊治療費助成ほか）もある。 

 

（６）経産省では、生活困窮者自立支援などの福祉事業に対し、ソーシャ 

  ル・インパクト・ボンドの仕組みが有効として、平成27年度からモデ 

  ル事業を実施している。 

社会保障関係経費に係る課題② 

投資家 

ＮＰＯ等 自治体 

サービス 
提供者 

契約 

成果報酬 

出資、配当 

資金提供 

民間資金の活用と客観的な指標に基づく報酬支払 
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（１）社会保障関係経費の給付の水準と範囲について、県全体の県単補助金 

  見直しと歩調を合わせて、思い切った見直しを検討すべきではないか。 

 
（２）本県と他の都道府県との間で、給付の水準や範囲に差があるものにつ 

  いては、セーフティー・ネットの確保の観点や、県民一人当たりの社会 

  保障関係経費の状況を考慮しつつ、見直しを検討すべきではないか。 

 
（３）社会保障関係経費のうち、県に裁量の余地があり、規模が大きいもの 

  については、国の動向を注視するとともに、他の都道府県や県内市町の 

  状況等を見極めながら、制度の安定的な維持に向けた検討を行うべきで
はないか。 

財政健全化に向けた取組の方向性（たたき台）① 
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（４）医療費の抑制に向けて、ジェネリック医薬品の使用をさらに促進す
るとともに、重複・頻回受診の抑制に向けた取組を進めるべきではな
いか。あわせて、現役世代に対するがん検診や特定検診の受診勧奨な
ど、予防・健康増進の取組を促進してはどうか。 

 

（５）国の社会保障制度においては、県単独による制度の見直しが困難で
あることから、運用面で工夫する余地がないか検討してはどうか。例
えば、ソーシャル・インパクト・ボンドなどの事業実施手法を研究し
てはどうか。 

財政健全化に向けた取組の方向性（たたき台）② 
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